












































ⅰ　 天羽 浩一（2010）「「子どもの権利」から「子どもの貧困」をみる（特集 鹿児島から現代の貧困と環境を問う）」『経済科学通信』
123　p.26-31
ⅱ　山野 良一（2008）『子どもの最貧国・日本　学力・心身社会に及ぶ諸影響』光文社新書 






件　数 割合（％） １　位 ２　位 ３　位
一人親家庭 460 31.8 経済的困難 孤　　　立 就労不安定
経済的困難 446 30.8 一人親家庭 孤　　　立 就労不安定
孤　　　立 341 23.6 経済的困難 一人親家庭 就労不安定
夫婦間不和 295 20.4 経済的困難 孤　　　立 育 児 疲 れ

















































































































































平成14年 589.3万円 212万 36.0

























































































































xxiii  「Starting Strong II」（OECD2006）では、「貧困がおこってしまってからの」現物給付よりも、貧困を「上流で」防止するための
現金給付が効果的であることが強調されている。他の先進諸国においては、税制改革や社会保障制度の充実など政策介入により
子どもの貧困率を、大きく削減しているが、唯一日本が介入後、貧困率を上げている。
